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京大東アジアセンターニュースレター   第 497号   





〇 カンボジア ： シアヌークビル港・シアヌークビル・コッコン SEZ 調査報告  







時  間： 2013年12月17日(火) 16:30－18：00  
場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館８階リフレッシュルーム (会場変更) 













                                                             小島正憲 
 




























３．シアヌークビル港 SEZ  
※シアヌークビルは周辺人口２０万人。カンボジアの海のリゾート地として有名。 
①概要  
・開発業者 ： シアヌークビル港公社（PAS） ※日本政府円借款＝３６億円 
・設立日 ： ２００９年９月２日           
・アクセス ： シアヌーク港に隣接。 
プノンペンから２３０km（約５時間）。道路は往復２車線だが舗装完備。     《シアヌークビル港 SEZの入り口 》 
シアヌーク空港まで車で１０分（ただし現在、シェムリアップとの国内便が毎日就航しているのみ）。 
プノンペンとの鉄道輸送可（ただし１日２便程度）。 
・総面積 ： ７０ha 完成済み 
・借地料 ： US６５＄／㎡（５０年間） 支払条件：契約時３０％、３か月後３０％、６か月後３０％。  
・団地内排水設備、集中下水処理場（２０００立方 m／日）完備。 
②現況 
・入居社 ： 日系２社（王子製紙・タイキ）  完成済み土地（インフラを含む）割の入居率＝約７％（５／７０ha）   










・開発業者 ： 中国江蘇省紅豆集団  ※投資総額＝３２０億円 
・設立日 ： ２００６年１０月２５日 
・アクセス ： シアヌークビル港から１２km。プノンペンから２１０km。 
・総面積 ： １１１３ha ※開発済みは約１００haのみ。 
・借地料 ： US２２～２８＄／㎡（５０年間） 支払条件：契約時５０％、政府から投資認
可取得時残額。 
・火力発電所（４MW供給可能）設置済み。                          《シアヌークビル SEZの入り口》 
・２０１４年度から蒸気供給可。 
②現況                                               




・ワーカー平均賃金 ： US１２０＄／月 （諸手当込み） 

















・開発業者 ： LYPグループ（カンボジア人財閥）  
他にホテル・電力供給・橋・公園・ショッピングセンターなどを経営。 
・設立日 ： ２００６年 
・アクセス ： バンコクから４７０km（タイ国境まで３km）。プノンペンから２９７km
（ただし途中から悪路）。タイレムチャパン港から６～７時間。 
・総面積 ： ３４０ha ※完成済みは約１００ha。 
・借地料 ： US４０＄／㎡（５０年間 ネゴ可） 支払条件：契約時３０％、認可  
取得時３０％、工場建設開始時４０％。 
・タイから電力供給。浄水設備なし。                               《コッコン SEZの入り口》 
②現況 
・入居社 ： ５社 日系２社（ヤザキ・MIKASA）、タイ系１社、韓国系１社、蘭系１社 
開発済み土地（インフラを含む）割りの入居率＝約５０％（５０／１００ha）。  
計画完成後の土地割りの入居率＝約１５％（５０／３４０ha）。 
・ワーカーの平均賃金 ： US１５０＄／月 （諸手当込み）。 
・ワーカーのほとんどは市内の各地から改造トラックで通勤。オートバイ通勤有り。   
一部寮あり（US４．５＄／１部屋／月）。寮用地確保済み。 
 







































儲けの常道ではないかと思う。    
 《出退勤時に国道を塞いでしまう従業員たち》  




















































４．23歳 女子 会社員 日系会社総経理秘書 







 （英語は自信がないと言う割りには流暢だった）  
 



























































































































































2005年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
2011年 9.2     1549 20.3 24.9     
10月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 
11月  12.4 17.3 4.2 21.4 145 13.8 22.6 -12.9 -9.8 16.2 14.0 
12月 8.9 12.8 18.1 4.1 5.7 165 13.3 12.1 -15.4 -12.7 17.3 14.3 
2012年      2303 7.9 4.3     
1月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 
4月  9.3 14.1 3.4 19.2 184 4.9 0.4 -26.1 -0.7 17,5 15.4 
5月  9.6 13.8 3.0 21.0 187 15.3 12.7 -6.1 0.0 17.9 15.7 
6月 7.6 9.5 13.7 2.2 21.8 317 11.3 6.3 -16.3 -6.9 18.5 16.0 
7月  9.2 13.1 1.8 20.6 251 1.0 5.7 -7.8 -8.6 18.9 16.0 
8月  8.9 13.2 2.0 19.4 267 2.7 -2.7 -12.7 -1.4 18.4 16.1 
9月 7.4 9.2 14.2 1.9 23.1 277 9.8 2.3 -6.4 -6.8 19.8 16.2 
10月  9.6 14.5 1.7 22.4 320 11.5 2.2 1.8 -0.2 14.6 15.9 
11月  10.1 14.9 2.0 20.0 196 2.8 -0.1 -8.7 -5.4 14.5 15.7 
12月 7.9 10.3 15.2 2.5 18.8 316 14.0 6.0 -7.8 -4.5 14.4 15.0 
2013年             
1月    2.0 20.8 291 25.0 29.0 -12.4 -3.4 15.9 15.4 
2月    3.2  153 21.7 -14.9 -35.6 6.3 15.2 15.1 
3月 7.7 8.9 12.6 2.1 21.5 -9 10.0 14.2 -19.7 5.7 15.7 14.9 
4月  9.3 12.8 2.4 19.8 182 14.6 16.6 13.9 0.4 16.1 14.9 
5月  9.2 12.9 2.1 19.7 204 0.9 -0.1 -14.4 0.3 15.8 14.5 
6月 7.5 8.9 13.3 2.7 19.9 271 -3.3 -0.9 -17.3 20.1 14.0 14.1 
7月  9.7 13.2 2.7 20.2 178 5.1 10.8 1.2 24.1 14.5 14.3 
8月  10.4 13.4 2.6 21.4 285 7.1 7.1 -11.7 0.6 14.7 14.1 
9月 7.8 10.2 13.3 3.1 19.6 152 -0.4 7.4 -16.8 4.9 14.2 14.3 
10月  10.3 13.3 3.2 19.2 311 5.6 7.5 -8.2 1.2 14.3 14.1 
注：1.①「実質 GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
